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．　目的事項

　　報告事項　　第１号　第　 　







〔情報通信部門〕

　情報通信部門におきましては、国内ではFTTH関連市場の需要が堅調だったことに



期比







































　当社および当社グループは、事業環境や市場の変化に機動的に対応した事業運営

















　連結貸借対照表 （平成 年３月 日現在）　

科　　　　目







連結注記表
【連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記】
Ⅰ．連結の範囲に関する事項
　１．連結子会社の数　　　　　　　　　　　 社

主要な連結子会社の名称
古河スカイ㈱、日本製箔㈱、理研電線㈱、古河電池㈱、FCM㈱、OFS Fitel LLC等。
Minda Furukawa Electric Private Ltd 、FURUKAWA 



ためである。

Ⅲ．重要な会計方針
　ａ

Ⅲ．錫舀咎





Ⅳ．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項の変更
　　完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更

請負工事に係る収益の計上基準については、従来、主に請負金額 億円以上かつ工期１年超
の工事については工事進行基準を、その他の工事については工事完成基準を適用していたが、
「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第 号　平成 年 月 日）及び「工事契約に関
する会計基準の適用指針」





【金融商品関係】
　１．金融商品の状況に関する事項
　　　　当社グループは、資金運用については元本割れのない安全な運用を行うことを基本とし、銀

行等金融機関からの借入や







　貸 借 対 照 表









上している。











計算書類に係る会計監査人の監査報告書　謄本

独立監査人の監査報告書
平成 年５月７日

古河電気工業株式会社
　取締役会御中

新日本有限責任監査法人　
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員　公認会計士　黒 澤 誠 一　○印

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員　公認会計士　鈴 木 　 聡　○印

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員　公認会計士　村 山 　 孝　○印

　当監査法人は、会社法第 条第２項第１号の規定に基づき、古河電気工業株式会社の平成
年４月１日から平成 年３月 日までの第
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略歴、地位および担当
＊ 重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当
社株式の数

進
しん

藤
どう

俊
しゅん

一
いち

昭和 年９月 日生

昭和 年４月　当社入社
平成９年５月　当社電力事業本部機器・配電事業

部品質保証部長
平成 年３月　当社電力事業本部機器・配電事業

部機器製造部長
平成 年４月　当社電力事業部機器製造部長
平成 年 月　瀋陽古河電纜有限公司総経理
平成 年６月　当社エネルギー・産業機材カンパ

ニーエネルギー事業部長
平成 年６月　当社執行役員、エネルギー・産業

機材カンパニーエネルギー事業部
長

　同　年 月　当社執行役員、エネルギー・産業
機材カンパニーエネルギー事業部
長兼同事業部配電部品部長

平成 年６月　当社執行役員常務、エネルギー・
産業機材カンパニー長兼同カンパ
ニーエネルギー事業部長

　　　　　　　現在に至る

株

佐
さ

藤
とう

哲
てつ

哉
や

昭和 年 月４日生

昭和 年４月　通商産業省（現F ゔ ㈢古

Eソ

昭和とう年６≠ 栗
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＊ 重 要 な 兼 職 の 状 況
所有する当
社株式の数













者委員会委員である社外監査役の工藤 正氏、社外有識者の田﨑 雅元氏、同じく

松尾 邦弘氏は、本プラン更新後も引き続き第三者委員会委員として就任予定で

す。（略歴につきましては、別紙２をご参照願います。）

　　　　第三者委員会は大規模買付者が大規模買付ルールを遵守したか否かの判断、

対抗措置の発動・不発動の判断、いったん発動した対抗措置の停止等の判断な

ど、当社取締役会の諮問に対して勧告するものとし、当社取締役会は、第三者

委員会の勧告を最大限尊重するものとします。第三者委員会の勧告内容につい

ては、その概要を適宜公表することとします。

　　　　なお、第三者委員会の判断が、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資

するようになされることを確保するために、第三者委員会は、当社の費用で、















権利または経済的側面において不利益が発生する可能性があります。 また、

第三者委員会の勧告を受けて、当社取締役会が当該新株予約権の発行の中止

または発行した新株予約権の無償取得（当社が新株予約権を無償で取得する

ことにより、株主の皆さまは新株予約権を失います。）を行う場合には、当社







（別紙２）

第三者委員会の委員略歴

　本プラン更新後の第三者委員会の委員は、引き続き以下の３名を予定しております。

工　藤　　　正（くどう　ただし）

昭和 年４月　株式会社第一銀行入行

平成７年６月　株式会社第一勧業銀行取締役

平成９年５月　同行常務取締役

平成 年５月　同行専務取締役

平成 年４月　
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